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＊ 高知県中央西福祉保健所 ＊＊ もりはた小児科
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高知県の０歳児における移行抗体保有状況について
(麻疹・風疹)

千屋 誠造・戸梶 彰彦・永安 聖二＊・坂本 夕子・松本 道明
大野 賢次・福永 和俊・森畑東洋一＊＊
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【要旨】 高知県の０歳児における麻疹・風疹の移行抗体の現状を把握し､ 今後の予防対策の資料とするため､

2005年６月～2007年１月にかけ高知県内の１小児科において０歳児とその母親の血清 (母児49ペアと０歳

児単独血清１合計99血清) を採取し､ 麻疹 (ＰＡ法) ・風疹 (ＨＩ法) の抗体測定を行った｡ その結果､

下記のことが明らかになった｡

１. ０歳児の移行抗体：３ヶ月児から11ヵ月児50名について抗体の測定を行った｡

麻疹については､ 38名 (76％) が16倍以下であり､ 発病予防が可能と考えられる128倍以上の抗体価

を示したものは､ ６ヵ月児で１名 (２％) 認められたのみであった｡

風疹については､ 35名 (70％) が８倍以下であり､ 発病予防が可能と考えられる32倍以上の抗体価を

示したものは３ヵ月児で１名 (２％) 認められたのみであった｡

２. 母親の抗体：０歳児の母親49名について抗体測定を行った｡

麻疹は42名 (85.7％) が128倍以上の抗体を保有していた｡

風疹も42名 (85.7％) が32倍以上の抗体を保有していた｡ 抗体を保有していない母親は２名 (４％)

であった｡

３. 母児の抗体：麻疹・風疹ともに母親の抗体は発病予防が可能と考えられる抗体価を示したものが多かっ

たが､ ０歳児では殆ど認めず､ 移行抗体が早期に消失していることと､ 母親の抗体がうまく移行して

いないことが想定された｡

０歳児とその母親の抗体の関係は麻疹のカイ２乗検定では有意差は認められなかったが､ 風疹に関し

ては有意差が認められた｡

４. ワクチン投与について：上記の結果から乳幼児についてはできるだけ早い機会にワクチンの投与が必

要と考える｡ 今後､ 麻疹あるいは風疹流行時に０歳児がウイルスのターゲットになることも十分考え

られ､ 安全性等をよく考慮したうえ､ 現行のワクチン接種時期よりもさらに早期のワクチン投与を考

える必要があると思われる｡

���)����：麻疹､ 風疹､ ワクチン
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� はじめに

全国の小児科定点医療機関からの報告によると麻疹
患者発生数は１歳代に続いて６～12ヵ月未満児､ 次い
で２歳児の順となっている１) ｡ 高知県の2000年４月～
2001年６月の流行においても同様の患者発生状況を示
している２)３) ｡ また､ 沖縄県での1998年～2001年にお
ける流行では９人の麻疹関連死亡者が確認され､ ４名
が９～11ヵ月の乳児であった４)５) ｡
麻疹の流行下において乳児期を含めた低年齢の児を
如何に麻疹感染から守るかということは､ 保護者およ
び臨床医､ 公衆衛生担当者にとって重要な課題である｡
病原微生物検出情報によると､ 麻疹の０歳児におけ
る移行抗体の消失は以前より早くなっていることが推
察される１) ｡ 母体からの移行抗体は､ その母親が麻疹
に感染したのか､ もしくはワクチン既接種者かによっ
ても異なり､ 個人差が大きいと考えられている｡
また､ 風疹は妊婦が妊娠初期に感染すると､ ウイル
スが胎盤を介して胎児に感染し､ 出生児が先天性風疹
症候群 (congenital rubella syndrome：ＣＲＳ)
となることがあり､ 風疹の流行を抑制し､ 妊婦がウイ
ルスに暴露されないようにすることは重要である｡
ちなみに､ 最近の全国におけるＣＲＳの患者数は
2000～2003年まで各年１例であったが､ 2004年10例と
増加し､ 2005年は２例となっている６) ｡
小児科定点医療機関から報告された風疹患者の年齢
は､ 従来同様１歳が最も多く､ １～５歳の割合も2003､
2004年に比べ相対的に増加している６) ｡

そこで現在の０歳児の麻疹・風疹における移行抗体
保有状況調査と同時にその母親の抗体保有がどうであ
るかを把握するために高幡地域のＭ小児科において０
歳児とその母親の血清を採取し､ 抗体測定を行った｡
また､ 2006年度における麻疹・風疹の流行予測調査
結果を併せて検討した｡
麻疹については2000年～2001年におけるＭ小児科の
患者発生状況も加えて検討を行った｡

� 対象と方法

１. 対 象
高幡地域のＭ小児科において､ 2005年６月～2007年
１月にかけて０歳児とその母親の血清 (母児49ペアと
０歳児単独血清１合計99血清) を採取し､ 抗体測定を
行った｡ 血清採取対象者には面談の上､ 書面で同意
(インフォームド・コンセントを含む) を得て採血を
行った｡
また､ 麻疹・風疹の流行予測調査は高幡・中央西福
祉保健所管内他の531名 (男性244名､ 女性287名) に
協力を得て行った｡

２. 方 法
抗体測定は感染症流行予測事業検査術式に従い７) 麻
疹・風疹の検査を行った｡ 麻疹についてはＰＡ法 (ゼ
ラチン粒子凝集法)､ 風疹についてはＨＩ法 (赤血球
凝集抑制法) により行った８)９) ｡

３. Ｍ小児科の患者発生状況
Ｍ小児科で2000年５月～2001年６月にかけて確認し
た麻疹患者発生数も参考資料とした｡

� 結 果

１. ０歳児における移行抗体保有状況
表１､ 図１に０歳児における麻疹の移行抗体保有状
況を示した｡ 38名 (76％) が16倍以下であり､ 発病予
防が可能と考えられる128倍以上の抗体価を示したも
のは１名 (２％) のみであった｡ 月齢区分で見ると７
ヶ月以降の乳児では33名の内､ ８ヶ月児で２名 (6.1％)
のみで､ 16倍の抗体保有が認められた｡
表２､ 図２に０歳児における風疹の移行抗体保有状
況を示した｡ 35名 (70％) が８倍以下であり､ 発病予
防が可能と考えられる32倍以上の抗体価を示したもの
は３ヵ月児で１名 (２％) 認められたのみであった｡
月齢区分で見ると９ヶ月以降の乳児 (１では17名の内､
10ヶ月児で１名 (5.8％) のみで16倍の抗体保有が認
められた｡
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２. ０歳児の母親における抗体保有状況
麻疹については０歳児の母親は49名中42名 (85.7％)
が128倍以上の抗体を保有していた｡ 残る７名につい
ては64倍４名 (8.1％)､ 16倍２名 (4.1％)､ 16倍以下
１名 (2.0％) であった (表１)｡

風疹については０歳児の母親は49名中42名 (85.7％)
が32倍以上の抗体を保有していた｡ 残る７名について
は16倍５名 (10.2％)､ ８倍以下２名 (4.1％) であっ
た (表２)｡
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表１ ０歳児とその母親の麻疹抗体保有状況

図１ 乳児における麻疹の抗体保有状況 図２ 乳児における風疹の抗体保有状況

表２ ０歳児とその母親の風疹抗体保有状況



３. 母児における抗体保有の関係
表３に麻疹の抗体が512倍以上を示した母親から生
まれた０歳児の移行抗体を示した｡ 512倍以上を示し
た母親は18名であった｡ これらの母親から生まれた４
ヶ月～11ヵ月児における抗体価は16倍以下９名 (50％)､
16倍～32倍８名 (44.4％)､ 128倍１名 (5.5％) であっ
た｡
０歳児とその母親の抗体の関係は麻疹に関してはカ

イ２乗検定では有意差は認められなかった｡
表４に風疹の抗体が32倍以上を示した母親から生ま
れた０歳児の移行抗体を示した｡ 32倍以上を示した母
親は42名であった｡ これらの母親から生まれた乳児の
抗体価は高いもので32倍が１名 (2.3％)､ 16倍 (11.9％)
が５名であった｡
０歳児とその母親の抗体の関係は風疹に関してはカ
イ２乗検定で有意差が認められた｡
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表３ 比較的高い抗体価の母親から生まれた児の抗体保有

表４ 比較的高い抗体価の母親から生まれた児の抗体保有



４. 麻疹・風疹の流行予測調査結果
2006年度における麻疹の流行予測の結果 (表５) を
見ると､ 感染を防御できると考えられている128倍以
上の抗体保有率は２歳未満が15名中５名 (33.3％) と
最も低く､ 次いで15～19歳が46名中28名 (60.9％)､
10～14歳が104名中66名 (63.5％)､ 20～24歳の67名中

51名 (76.1％) の順となっている｡
同じく風疹の結果 (表６) を見ると､ 感染を防御で
きると考えられている32倍以上の抗体保有率は０～３
歳で男８名中４名 (50％)､ 女12名中７名 (58.3％)
で最も低く､ 15～19歳､ 25～29歳も低かった｡
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表５ 年齢区分別 麻疹PA抗体価分布

表６ 年齢区分別 風疹HI抗体価分布



５. Ｍ小児科における患者発生状況
2000年５月～2001年６月にかけてのＭ小児科におけ

る患者発生状況について表７､ 図３に示した｡ 患者
146名中０～１歳代が44名 (30.1％) であった｡

� 考 察

2001年沖縄県では麻疹予防の緊急対策として６～12
ヵ月未満児に対する任意予防接種を期間限定にて自治
体の費用負担で行った４)５) ｡ 今回の我々の移行抗体調
査においても６～12ヵ月未満児は抗体保有率が低く､
この年齢層における何らかの麻疹対策が必要であるこ
とを痛感した｡ しかし､ 母親は85.7％が128倍以上の
抗体を保有しており､ 母親が十分な抗体を持っていて
も必ずしも有効な抗体が移行免疫となっていない現状
を示している｡
例数は少ないが､ 感染症流行予測調査報告書10)－12)

によると､ 2000年､ 2002年､ 2004年の麻疹の結果では
０～５ヵ月児でそれぞれ88％､ 67％､ 70％で､ ６～12

ヵ月未満児は32％､ 14％､ 24％となっており､ 移行抗
体保有低下傾向が見られる｡ 2004年について月齢別抗
体保有率をみると０～２ヵ月で92.9％､ ３～５ヵ月で
60.0％､ ６～８ヵ月で38％､ ９～11ヵ月で10.0％と早
期に移行抗体が消失していることがうかがえる｡
今回の我々の結果では３～５ヵ月で63％､ ６～８ヵ
月は23％､ ９～11ヵ月で０％となっており､ ６ヵ月以
降では急速に移行抗体が消失していた｡ また､ ３～５
ヵ月児の抗体保有者においても全員が16倍～64倍であっ
た｡ 2005年度感染症流行予測調査報告書によると13) ､
麻疹の発症予防レベルから考えると､ 128倍以上の抗
体価が望まれており､ 今回の調査結果では殆どの０歳
児がこのレベルに達していない｡
2006年度における流行予測の結果では128倍以上の
抗体保有者は２歳未満が33.3％と最も低く､ やはり現
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表７ Ｍ小児科における麻疹患者の年齢・性別分布 (2000.5.1～2001.6.30)

図３ Ｍ小児科における麻疹患者の年齢 (2000.5.1～2001.6.30)



段階では０歳児を含む低年齢層が麻疹流行時のターゲッ
トになってしまう状況にあると思われる｡ 実際､ Ｍ小
児科における2000年５月～2001年６月にかけての患者
発生状況を見ても０～１歳代が30.1％であった｡
風疹については､ 2004年度の地域流行の中で10例の
ＣＲＳが報告されたことからも､ ＣＲＳ発生を防ぐた
めには小児への風疹ワクチン接種率を上げることによ
る流行の抑制｡ また､ 成人女性 (特に妊娠を予定して
いる女性) の予防接種による免疫獲得が重要な課題で
ある｡
今回の調査結果では０歳児における風疹の移行抗体
保有状況は発病予防が可能と考えられる32倍以上の抗
体価を示したものは３ヵ月児で１名認められたのみで
あった｡ 麻疹の移行抗体と同様､ 風疹も早期の移行抗
体の減衰が認められた｡
０歳児の母親は49名中45名が感染を防御できると考
えられている抗体を保有していた｡ しかし､ 抗体を全
く持っていない母親も２名認められており､ 風疹の流
行は何時起きるかわからないことから､ 少なくともこ
の２名の母親は親の義務として事前に抗体を獲得して
おく必要があると思われる｡ 妊娠中に風疹感染が確認
された場合､ 不幸にも人工妊娠中絶に至るケースは少
なくない｡ 風疹ワクチンの第一の目的はＣＲＳ発生予
防であり､ 平時から抗体をチェックし､ 風疹流行その
ものを遮断することが必要である｡
2006年度における流行予測の結果では32倍以上の抗
体保有者は15～19歳､ 25～29歳が低く､ 抗体を全く持っ
ていない女性も多く､ この年齢層にも注意が必要であ
る｡
2006年４月､ 予防接種制度の改正があり､ ようやく
麻疹・風疹の２回接種法 (12～24月､ ５～７歳) が導
入された｡ 特に１回目は12～24ヵ月の接種となってい
るが､ 今回の調査で６～11ヵ月には移行抗体が消失し
ていることから､ より早期の予防接種も検討する必要
があると思われる｡
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